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D（　モニタリング情報の価値
　前2節で，利益の実績値κを損益計算ルールや管理可能性基準に従って
その構成要素に分解（disaggregate）して測定する意義を明らかにした。
実務において，このようなdisaggregationの手法が多様に用いられるの
は，それによって前述した如き情報効果の発現が期待されるからである。
ところで，実務を観察するとき，こうした事実と同時に，利益数値という
単一情報だけでなく，それ以外の情報にも依拠して，業績評価が行われる
という事実に気づくであろう。たとえば，実現した環境状態に関する情報
であるとか，被評価者の行動状況に関する作業記録であるとか，あるい
は，予算と実績の差異に対して原因調査が行われたときに入手される調査
報告などがその一例であり，これらの情報が，会計情報を補強するものと
して，業績評価の対象に組み入れられる。こうした実務の有効性を吟味す
るために，利益情報に対するこれらの追加情報が業績評価に果たす役割を
検討することが本節の目的である。
　前述したように，利益情報κは，不完全ではあるとしても，管理者行動
αの推定を可能にした。これに加えて，さらに新たな情報源を求めるのは
なぜであろうか。理由は明白である。それによって，会計情報だけからは
知りえない付加的な知識がもたらされ，結果として，管理者行動に対する
推定精度が高まると期待されるからに他ならない。この意味において，追
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加情報一般に共通する特性を，管理者行動に対する監視（monitoring）情
報として特徴づけることができるであろう。
　あるモニタリング情報yの実現値をyで表わす1）。利益情報の場合と同
様に，y『についても，各種の情報構造を想定できるであろう。かりに，　y
がσの完全情報であるとすると，利益情報に基く報酬関数γ（κ）をγ（の
に改めれば，FBSの実現が可能となる。この結果，その場合には，業績評
価目的に関するかぎりは，利益情報を生産するという会計行為は管理的意
義を失うことになる。しかしながら，完全性の仮定は，明らかに，一般性
がないから，以下では，yも不完全情報であると仮定して分析を進める。
　ところで，追加情報が不完全であるとすると，業績評価を単一基準から
複数基準に拡張する試み，すなわち，報酬関数をγ（x）からγ（κ，二y）に修
正する作業には，正の効果だけでなく，負の効果が伴うのではないかとい
う疑問が生じる。なぜならぽ，追加情報の不完全性が業績評価にあらたな
リスクを導入するのではないかと懸念されるからである。この点を解明す
るには，モニタリング情報の追加が組織業績にいかなる影響を与えるかを
分析する作業が必要となる。
　そこで，（3－4）～（3－6）の基本モデルを次のように修正しよう。
目的関概撒∬・（一・（切）ア（矧・）鋤
制約条件・∬ひ（・（・・））∫（掃i・）鋤一・（・）〉び
　　　　　∬σ（7（κ，y））ん（捌・）4・4・一w（・）一・
（9－1）
　ここで，γ（κ，ッ）は有界［z，刀の報酬関数であり，ア（κ，到α）はσを
所与とするときの確率変数κとッの条件付結合密度関数である。なお，
本節では，経営者と管理者は，ともに，情報κとyを入手でき2），！（κ，
ッ1のについて合意が成立していると仮定する。
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　さて，（9－1）の決定問題にこれまでと同一の解法を適用すると，内旋
解をもたらす殆んどすべての（κ，y）に対して，最適報酬関数γ＊（κ，夕）
が次式を満足するものとして導かれる。
　　　弩厭留L…矯留　　　（・一・）
　上式は単一変数κに基く報酬関数γ＊（κ）に関して導いた（5－2）に
対応している。
　モニタリングを実施し，追加情報夕を求める意義は，（9－1）の目的
関数値の改善をなし得る可能性のなかに見い出されるはずである。Holrn－
stromは，この点に関連して，7（κ）を7（κ，　y）に拡張することによって
パレート優位な解が得られるときに追加情報夕が価値をもつと定義し，
ほとんどすべての（κ，y）に対して，次式の不成立が，そのための必要十
分条件になることを証明した3）。
　　　！（κ，到α）＝9（κ，∠ソ）乃（κ，α）　　　　　　　　　　　　　　　　（9－3）
　左辺は確率密度関数であるから，gとhは非負の関数である。上式をα
で偏微分すると，
　　　！。（κ，到α）＝9（κ，y）h。（κ，α）
となるから，かりに，（9－3）が成立すると，（9－2）の右辺第2項
は，
　　　！α（κ，∠ソ1α）／∫（κ，ツ1α）＝ぬα（κ，α）／乃（κ，α）　　　　　　　　 （9－4）
となって，（9－2）の右辺からッが消去されてしまう。つまり，情報y
が業績評価の対象から除外される。したがって，この場合には，7＊（ぎ，の
はもとの単一変数の報酬関数γ＊（κ）に退化する。
　このような意味をもつ条件式（9－3）は2つの情報ズとyの間の関
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係にいかなる解釈を与えるであろうか。この点に関しては，前2節でその
基本的な考え方を述べた。要するに，（9－3）は，αを推定するうえで，
κがペアー（κ，y）の十分統計量になっていること，換言すれば，σに関
して，yから得られるすべての知識が情報劣のなかに含まれていることを
含意する。したがって，この場合には，κに加えてyを入手する意義が失
われる。
　さて，（9－3）が成立するのはどのような場合であろうか。夕がαと
独立な確率変数になる場合がそれである4）。夕をモニタリング情報と呼ん
だのは，その分布のパラメータが，なんらかの形で，σからの影響を受け
るか，あるいは，6の値を反映するからに他ならない。要するに，その名
称が暗黙裡に（9－3）の：不成立を前提にしていると言えるのである。
　そこで，モニタリング情報の一例として，次の確率変数を仮定して分析
を進めよう。
　　　y＝σ十ε〃
　ここで，ε“は期待値0，標準偏差σンの正規確率変数とする。そうする
と，，は期待値σ，標準偏差砺の正規確率変数となる。さらに，これま
でと同様に，利益実績κを期待値死がθ＋一己，標準偏差σ．の正規確率
変数とすると，∫（κ，到α）は次の2変量正規密度関数となる。
　　　ノ（κ，ッ1α）一（・卿・4・一・・）一・…一π｝両［（κ詳
　　　　　　　　一2ρ（κ｛！lツ『α≧・堺凋　（・一・）
　ここで，ρはんとyの間の相関係数を表わす。
　（9－5）と第1表の数値例のもとで（9－1）の解を導くと，次の結
果を得る。
　　　μ＝・・2σ〃2・（1一ρ2）一1A　　　　　　　　（9－6）
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2～＝0．5海4ご〆一2一σ躍2σ〃2｛σッ々4（2一ゴ）αご一1（σッ海4α己一1
　一ρσの＋σ。2｝A2
孟＝｛σ“々磁σ一1（σμ¢己一1－2ρσの＋σ。2｝一1
γ＊iκ，の＝｛λ＋μ∫。（κ，ッ［α）が（κ，ッ1の｝2
　　　　一｛λ＋μ（々4α耐σゴ2一ρσ。一1σザ1）（κ一㊨
　　　　　＋μ（σ，一2一ρ海4α¢一1σ評σ、一1）（ッーの｝2
（9－7）
（9－8）
（9－9）
　数値解を求めるにあたって，利益情報κを単一基準とする業績評価7＊（め
がもたらすパフォマソス，すなわち第3表のSBSとの比較可能性を保持
しておくことにしよう。そのために，σ．＝50と仮定する。また簡便性のた
めに砺＝1と仮定する。他の条件ぱすべて同一に保持して数値解を求め
る。その結果が第12表に示されている。なお，表のなかのαとβは，次
式の最適報酬関数プ＊（κ，のにおける2つの評価基準κとyに対するそ
れぞれのウェイト係数を表わす5’。また，諮（κ，y）ば7＊（κ，のの期待値
を表わす。
　　　γ＊（κ，」y）＝｛λ十α（κ一死＊）十β（y一α＊）｝2　　　　　　　　　　　　（9…10、
　　　　　　　第12表　追加情報〃がもたらすパフォマンス
。＊
テ＊（x，，う
α?
元＊
λ＊
μ＊
0＊（＝元＊一ア＊）
W＊（二〇＊十σ）
規ακC
ケース1
　ρ＝0
2．14209
56．32389
0．01999
1．45533
591．9687
7．29428
1．45533
535，6448
545．6448
5．68914
ケース2
ρ＝0．5
1．97715
54．97011
0．01323
2．17444
586．2585
6．95456
3．34026
531．2884
541。2884
1。33265
ケース3
1θニー0．5
2．18743
57．61249
Q．03209
1．81882
93．5228
7．39243
1．35527
535．9103
545．9103
5．95471
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　　　ア・（切一∬・・（切ア（副・＊）鋤
　　　　　　　＝λ2＋α2σ躍2＋β2σ92＋2αβρσ、、σΨ　　　　　　　　　　　　（9－11）
　さて，第12表の結果に対して，その特徴点をつぎのように要約できるで
あろう。
（a）ρの値の如何を問わず，7＊（κ，ッ）は，単一評価関数7＊（κ）よりも，
パレート優位なパフォマソスをもたらす6）。したがって，本例のモニタリ
ング情報夕は情報価値をもつと言いうる。もちろん，この結論は，ンに関
するわれわれの前提（9－5）が（9－3）で述べた必要十分条件を満足
することから導かれる。
（b）さきに，モニタリング情報の不完全性がリスクの増大をひき起すので
はないかという懸念を表明しておいた。分析の結果は，この点に関して，
リスクと情報価値との間に次のような同義反復的な関係のあることを示唆
する。すなわち，ッが情報価値をもつかぎりは，業績評価値の総体として
のリスクの大きさを増加させず，逆に，リスクの増大を招くような追加情
報であるならば，情報価値のないものとして，業績評価基準となる資格を
失う。ちなみに，第12表のρ＝0のケースについて，7＊（κ，y）のリスクを
その標準偏差σ（7＊（κ，y））で測定すると，次の値がえられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　ユσ（7＊（κ，y））一＞7（α2σ、、2＋β2σ，2）7（2λ2＋α2σ。2＋β2σ、2）2
　　　　　　　　＝26．133
　これを第3表のσ（7＊（κ））と比較すると，σ（7＊（κ，y））＜σ（7＊（κ））とい
う関係が成立していることが確認されるであろう。
　リスク低下の理由は次のように説明できる。単一基準のもとでは，αの
推定にあたって，κというただ1回のサンプリングしか許されなかった。
それに対し，ここでは，κとッという2回のサンプリングが可能となっ
て，推定精度が高められたのである。これと同一の論拠に従えば，多種類
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のモニタリング情報を収集すれぽ，より一層，推定精度を高められること
が期待されることになる。実務において多様なモニタリングが実施される
のはこのような効果を期待してのものである。
（c）情報それ自体のもつリスク砺の大小はパフォマソスに重要な影響を
与える。砺の増加はアのもつ情報効果を減少させる。極端な例として，
砺が無限大になるケースを考よう。砺＝Ooを（9－7）～（9－10）の例
式に代入すると，Z肋β＝0，　Z珈ア＊（κ，の＝7＊（κ）になることがわかる。
　　　　　　　σΨ→◎Q　　　　　σ影→◎Q
つまり，この場合には，たとえ夕の実現値が知られたとしても，それは
σの推定になんら役に立たないために，かかる無関連情報を業績評価基準
に組み入れても，ノイズの増大にしかならない。それゆえに，∫に対する
ウェイト係数βが零となり，7＊（κ，のはγ＊（κ）に退化する。その結果，
σ（7＊（κ，y））＝σ（7＊（κ））となり，この場合のパフォマソスは再び第3表の
結果に戻る。業績管理のための有効な情報システムを構築するという観点
にたつならば，できるだけリスク％の低いモニタリング情報を探求する
ことが課題になろう。
（d）第12表の3つのケースを比較すると，xとyの相関が低いほどパフオ
マソスが高くなることがわかる。その理由は，分散投資の有効性を説くポ
ートフォリオ理論と同一の論拠で説明されるであろう。κとyの間に負の
相関があるとすれぽ，κが高く（低く）なるときは，逆にッは低く（高
く）なる傾向が存するから，報酬のバラツキσ（7＊（κ，y））は，相関が零ま
たは正の場合に比べ，低くなり，それに応じて，報酬の期待効用が引き上
げられ，αの増加する余地が生まれて，パフオマソスが改善されるのであ
る。したがって，いくつかのモニタリングが利用可能であって，その合理
的な選択を考える場合には，それ自体のリスク％と同時に，κとの相関
ができるだけ低いものを選ぶという判断基準が有効となる。もっとも，
κとッとの間にいかなる相関が生じるかについては，確率過程に関する具
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体的な知識がなけれぽ，これを判断するのはむつかしく，個別に収集され
るデータを統計解析することが必要となる7）。
（e）さて，これまでの論議において，われわれは情報コストの存在を一切
無視してきた。しかし，モニタリングという情報活動には無視できないコ
ストが発生するのが通例である。したがって，情報のもたらす便益はその
コストと比蒙評価されなければならない。そこで，さきの決定モデルにコ
スト要因を追加することにしよう。この場合，情報コストは経営者側に負
担されるから8’，（9－1）の目的関数を次のように改めればよい。
∬oc・一・（切一。（夕））！（・，　yl・）勅 （9－12）
　ここでC（v）ば清報yの入手コストを表わす。
　コストを考慮した場合の情報yの正味価値は，（9－12）の目的関数値
から（3－1）のそれを控除したプリソシパルの期待効用値の差として定
義することができる9。ただし，われわれの数値例では，プリソシパルば
リスク中立と仮定しているから，情報がもたらすパフォマソスの改善額か
ら聴の平均・ス・α・）（一∫・（・）∫（副・・）ωを齢した椰当講
報の正味価値を表わすと解することができる。したがって，それが正であ
るかぎり，追加情報の入手が望ましいと判断されるであろう。第12表の
襯κCは夕が正の正味価値をもちうるための平均コストの上限値を示し
ている。
　（注）
1）追加情報が複数個ある場合にはアぱベクトルとなるが，ここでは単一の追加
　情報を分析対象とする。したがって，yはスカラーを表わす。
2）　その意味において，ぎとツぱともに公的情報（public　information）である
　といいうる。
3）　Holmstrom，　oρ．　c∫ム，1979，　PP．84～86．
4）その場合，yは，σの推定にとって，無関連（irrelevant）な情報となる。
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5）　（9－9）において，ウェイト係数αとβを規定する要因をみてみると，
　評価基準κと夕の各々のリスク（砺と％）が相対的に低い方が高いウェイ
　トを割り当てられることがわかる。この事実はわれわれの常識に合致する。
6）　cf．　Ramakrishnan，　R，　and　A．　V．　Thakor，“Moral　hazard，　Agency
　Costs，　and　Asset　Prices　in　a　Competitive　Equilibrium，”！oκ御α～げF功伽‘刎
　伽4Qz‘ακ観耐∫こ♪θ1422αぢsfs，（November　1982）PP．503～532．彼らは．このよう
　なモニタ1，ングをefficientと呼んでいる。
7）κとぎが，ともに，αに関して一次の確率優位の関係があるとすれば，一見
　すると，両着間；こはつねに正の相関が生じるように思われるかも知れないが，
　それは誤扉である。本門において，2つの変量（κ一が）と（y一θ＊）について，
　それぞれ，正と負のいずれの組合わせが発生しやすいか，その発生パターンに
　関するなんらかの規則性がρとして表現されるのであるから，それに関して，
　統計解析をせずになんらかの判断を下すには，κとッの発生情況に関する具体
　的な知識う二必雲どなろう。
8）　モニタリング・コストがプリソシパル側に負担されることについては，
　Jensen，　M．　C，　and　W．　H．　Meckling，　oρ．　c舐，1976，　pp．305～36Q，を参照
　されたい，
9）情報コストの取扱いについては，Marschak，　J．　and　R．　Radner，　oρ．　c∫’．，
　1972，pp．82～S5，　Demski，　J．　S．，∫ηメ07初α蜘η／1ηα砂s∫s，2nd　ed．，　Addison－
　Wesley，19ε0，　PP．34～35，吉川武男訳「情報分析の基礎理論」千倉書房，1983
　年，PP．44～46，を参照されたい。
X　条件付モニタリング・システム
　予算と実績の間に差異が生じたときには，管理会計論の教えるところに
従えば，その発生原因を調査し，責任の所在を明らかにすることが必要に
なる。差異原因の調査はモニタリングを目的とする情報活動に他ならな
い。したがって，そこから明らかになる情報は，前節で一般例として検討
した追加情報夕に相当すると理解するのはごく自然であろう。
　ただし，その場合に，（9－1）のモデルは次のような問題点を含んで
いることが明らかになる。すなわち，そこでは，情報yは，利益κの実現
値とは無関係に，無条件で探求されるものと仮定された。情報コストが発
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生しないときには，このように仮定しても，なんら障害はおきない。しか
し，コストの発生を前提にする場合には，情報コストの確定的な負担を要
求するこの種の無条件モニタリングを前提にするのは非効率ではなかろう
かという疑問が生まれるからである。
　追加情報を求めるか否かの判断は，利益情報を入手した後においてもな
し得るし，むしろ，その判断をκの実現値に依存させることに意義が見い
出されるであろう。実務において広く用いられている例外原則に基くモニ
タリング・システムがそれであり，その典型例が第V皿節で指摘した会計的
予算実績差異分析の実施スタイルのなかに見い出される。そこでは，予算
実績の差異（κ一死＊）が事前に設定せられた一定の範囲（管理限界）を超
えたとぎだけに差異原因を調査する，いわゆる条件付の（collditionaユ）モ
ニタリング・システムが採用されている。
　管理限界を超える有意な差異は，なんらかの異常事態の発生を知らせる
シグナルと解され，適切な是正措置をとるために必要な原因の究明を指示
する。一方，差異が管理限界内にとどまるとぎには，システムが正常にコ
ント戸一ルされた状態にあると予想されるから，情報コストを負担してま
でもモニタリング情報を求める意義は低下する。このように，警告シグナ
ルが点灯する例外的なケースだけに調査活動を限定することによって，情
報コストの節約が可能となる。
　だとすると，条件付モニタリング・システムのもとでは，管理限界をい
かなる水準（範囲）に設定するかが重要な決定問題となる。なぜならぽ，
その決定如何が，一方では，情報コストの期待発生額を変化させるであろ
うし，また他方において，モニタリング条件の変更が管理者行動の動機づ
けに有意な変化を招来し，それが組織業績に少なからぬ影響をもたらすと
想定されるからである1）。本節の検討課題は，業績評価機能に焦点を当て
ながら，エイジェンシー・モデルを用いて，この条件付差異調査の最適な
　10
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決定ルールを内生的に導くとともに，この種の条件付ルールの一般的な有
効性をテストすることにある。
　そこで，まず最初に，Baiman　and　Demskiが定式化した次のモデルを
検討しよう2）。
目的黙・ ｾ礁。ω∬［・ω・（・一・（切一。）
　　　　　　　　＋（1一α（κ））G（κ一7（κ））］∫（κ，ッ1のぬの
制約条件・∬［α（κ）σ（7（κ，ア））・（・一・（・））σ（・（・））］
　　　　　！（κ，ツ［α）4κめ，一y（α）：≧σ （10－1）
　　　　　　∬［・（・）σ（・（切）・（・一・（・））σ（・（・））］
　　　　　　∫。α，ylα）4κめトγ〆（α）＝0
　ここで，Cはモニタリング情報ンの入手コストであり3），α（κ）は，利益
の実現値がκのときに差異原因を調査する確率を示す決定変数である。し
たがって，すべてのκに対して，0≦：α（の≦：1となり，κの実現値に応じ
て，α（κ）の確率で差異調査が発動され，1一α（κ）の確率でその省略が指
示されることになる。そして，前者の場合には，情報ッが入手されるか
ら，情報コストが発生する一方，報酬が2つの評価基準κとyに基いて
支払われる。他方，後者の場合には，情報コストの発生は避けられるが，
単一評価基準ズに基いて報酬の支払がなされる。
　さて，決定変数であるα（のに対して，いかなる値を指定するのが最適
であろうか。経営者がリスク中立であるというわれわれの仮定を前提にす
ると，（10－1）に対するハミルトニァソ∬（Hamiltonian）は次式にな
る。
H一・（・）［∫（・・（・（・・））一・（切）∫（矧助
11
・μ∫σ（・（・y））九（副・）の一（c一・（・）
＋λσ（γ（κ））ア（κ［σ）一μひ（7（κ））！。（κiα））］＋60π吻π渉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10－2）
ただし，
c碑s彪所＝（κ十λ口汚（プ（κ）））！（κ1σ）＋μ（ひ（γ（κ））汽（κ［α）
　　　　一yノ（α））一λ（y（α）＋ひ）
∫（・1・）一1ア（姻・）の
である。（10－2）の［コ内は，どのπに対しても，それを所与とする
一定値となるから，Hはα（のの一次関数になっている。したがって，　H
を最大にするα＊（κ）は，κの各値に対して，0か1のいずれかの値をとり
（すなわち，α＊（κ）ε｛0，1｝レκ），それ以外の値，すなわち端数ぱとらな
い。より詳しくいえぽ，（10－2）におけるα（κ）の係数が正になるすべ
てのκに対しては，α＊（の＝1となり，逆に，それが負になるすべてのκ
に対しては，α＊（κ）＝0となる。要するに，差異調査を実施するか否かの
選択にあたって，純粋戦略（pure　strategy）だけが考慮：され，いわゆる確
率戦略（randomization）は最適ではないという結論が導かれる。
　以上の分析から，κの属する実数空間Xが，α＊（κ）の値に応じて，差
異原因の調査領域と非調査領域とに2分割されることが確認される。とこ
ろで，これらの2組の部分集合が互いに凸であるとすると，両集合を画す
る点（£）が一意的に存在するはずであり，これに対応するα（めの値が
［0，1］内のいずれの値をとろうと，πの値は無差別になるはずである。
したがって，そのような点£は，（10－2）のα（κ）の係数，すなわち，
次式のように，Hのα（わに対する傾き，を零にするκの値として求ま
る。
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　　　∂碑∂・（の一∫（・ひ（・伽）イ（劾）！（鋼・）の
　　　　　　　　珂σ（・伽））礁・1・）か（c一・②
　　　　　　　　＋λひ（γ（棄））∫（£1α）一μσ（γ（莞））ノ。（剰α））＝0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10－3）「
　上式の条件を満足する遼の値が管理限界を規定する。つまり，利益実．
績κと管理限界£との量的大小関係に応じて，差異調査を実施するか否
かが判断されるのである。
　ここで，第1表と前節で設けたyに関する仮定を（10－1）に適用し
て，条件付差異調査をルール化する意義を明らかにしよう。た澄し，単純
化のために，ここではκと夕の相関係数ρは零と仮定する。したがっ
て，以下で導く数値結果は，第12表のケース1と比較される。
　ρ＝0の仮定のもとでは，2つの報酬関数は次のように導かれる。
　　　r（κ）＝（λ＋μ∫。（κ1の／∫（κ1α））2
　　　　　＝（λ＋幽4σゼ2α‘一1（κ一め）2　　　　　　　（10－4）
　　　γ（κ，夕）＝（λ十μ！α（κ，y「α）／∫（κ，　lyl〔τ））2
　　　　　　＝（λ十μん4σ謬一2αd－1（κ一亙）十μσΨ一2（y一α））2　　　　　（10－5）
　これらを（10－1）に代入してこれまでと同一の解法を適用すると次の
結果を得る。
　　　μ＝σ謬2σΨ2αA　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10－6）
　　　λ＝0．5々（1αd－2一ノ12σむ2σΨ2（（σ溜α¢一1）2（2－4）＋σノ」F）
　　　　・姻砺2σ・2・42一・碗・）∫・（・）（岡ア（矧・）の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10－7）
　　　・一∫・ω∫（κ，夕1α）・・　　　　　（・・一・）
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　　　ノ1＝（（σμαα一1）2十σ躍2F）一1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10－9）
　上式より，Fは，差異調査が指示される確率，すなわち，利益の実績X
が管理限界元を超える確率を表わす。この値が1に近づくほど，モニタ
ーされる確率が高まるから，管理者行動αは前節の第12表の結果に接近す
る。それに対し，Fの値が0に近づくにつれ，αの値は第3表の結果に
近づく。
　それならぽ，Fの最適水準はいかなる論理に従って導かれるであろう
か。この点を明らかにするため，以上の中間結果を（10－3）に代入して
整理すると，
　　　∂研∂α（£）＝∫（到α）（σ。4σ、2α2A2－C）＝0　　　　　（10－10）
という結果を得る。∫（到のキ0であるから，α（めの最適性条件は次式と
なる。
　　　C＝σ。4σ雪2α2五2　　　　　　　　　　　　（10－11）
　（10－9）を上式に代入してAを消去すると，Fの最適性条件が次の
ように導かれる。
　　　F＊＝σΨσC－1／2一（々4〆『1）2σ写2σゼ2　　　　　　　（10－12）
　上式は，Fの最適性水準が情報コストCの大きさに依存することを示
している。これをCで偏微分すると，
　　　　　　　　　　　ヨ　　　∂F＊／∂Cニーσ“αC一可2〈0　　　　　　　　　（10－13）
となり，F＊は情報コストの増加に伴い低下することが明らかになる。要
するに，F＊は，モニタリング情報のコストとベネフィットのトレードオ
フによって決まるのである。
　さて，（10－11）と（10－12）を（10－6）と（10－7）に代入すると，
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A＝C1ρ（σ。，2砺α）一1となり，最適差異調査のもとでのμとλは次のよ5
に整理される。
　　　μ二σンCy2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10－14）
　　　λ＝0．5たげσ∫一2一（σ四鳶4σ灘一1）20（1－4）一σ〃C－1／20　1　　　　　　　（10－15）
　以上の結果が組織にいかなるパフォマンスをもたらすかを明らかにする
ために，第3表および第12表ケース1と比較可能な数値解を求めよう。任
意にC＝12と仮定した場合の結果が第13表に示されている。その特徴点は
つぎのように要約されるであろう。
　　　　　　　第13表　条件付差異調査がもたらすパフォマンス
　　　　　　　　　　　　　（仮定：C＝12）
　　α＊＝1．94791
　　λ＊＝6．89718
　　μ＊＝3．46402
　　7＊（λ）二（え＋β、（κ一∫＊））2
　　〆Q『，つ二（λ＋β1（κ一死＊）＋β2◎一α＊））2
　　β1＝0．048506
　　β2二3．464102
　　・・一［・・ω・・（ズ，二・）＋（1一α＊（κ））綱］穐・1・肋・・
　　　＝λ2＋β12σ．2＋β22」b2日目＝54．31900
　　F＊＝0．0721
1　　F＊・C二〇．8656
　　元＊＝θ＋々α＊ゴ＝585．23641
　　0＊；（元＊一ヲ＝＊一F＊・C）二530．05181
　　｝y＊＝0＊一←σ＝540．05181
（a）情報の入手コストCを12と仮定すると，前節で述べた無条件モニタリ
ング・システムがもたらす目的関数値は523．645となる。これを第13表の
結果と比較すると，条件付差異調査システムの採用によって，パレート優
位な結果が得られたことが確認されるであろう。
　これに貢献した要因は何であろうか。努力水準α＊を比較すると，条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15
付の場合の方がかえって低下していることがわかる。その原因は次のよう
に説明されるであろう。条件付の場合には，モニタリングが実施されない
場合が生じ，その時は単一基準による評価を受け入れなければならない。
そうすると，前節の結論が示すように，報酬のリスクが総体として増加
し，期待効用がそれに応じて低下する結果，努力水準が減少したのであ
る。これにひぎかえ，支払報酬の期待値アと情報コストの期待値ば顕著
に低下している。この2つの要因がパフォマソスの改善をもたらした。
〈b）　（10－13）で見たように，情報コストCの増加はF＊の減少を促す。
それゆえに，F＊の値を零に収束させるようなCのleast　upPer　bound
（C）が存在するはずである。Cの値を求めよう。　F＊＝0ぽ，すべての
κに対して，α＊（κ）＝0を含意するから，その場合の報酬関数は単一変数ん
だけに依存する（そのときの（10－7）のλは（5－7）式に退化する）。
したがって，管理老行動は第3表のα＊＝1．90356となる。他方，（10－12）
は零に等しくなるから，
　　　C＝（σび／ん4）4σ〃　2α＊6－4ジ＝14。8056
という値が求まる。要するに，差異調査のコストがこのCの値を上まわ
るときには，調査の実施は不経済となる。
　逆に，情報コストが発生しないときには，すなわち，C＝0のときは，
すべてのκに対して，α＊（の＝1，したがって，F＊＝1となる。それゆえ
に，この場合には，第12表の結果が実現可能となる。
　情報コストの相違は，このように，管理限界を変化させ，それを通じ
て，管理者行動を変化させ，結果として，組織のパフォマソスに有意な影
響を及ぼす。かかる因果連鎖のコンテクストのなかに，われわれぱ管理会
計情報に対してコスト・ベネフィット・アプローチを展開する情報経済学
的意義を旧い出しうるであろう。
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　ここで，新しい研究課題に論議を進めよう。Fは，κの実現値が事前に
設定しておいた調査領域に入る確率を表わした。この調査領域として，そ
れがいかなる集合になるのが合理的であろうか。実務においては，利益額
κのように，大きな値をとることが望ましい数値に対しては，下位限界
（10wer　tai1），すなわち，ズ≦虎となる集合を調査領域に定めるのが通例で
ある4）。この場合に，なぜ上位限界（upPer　tai1）や両端限界（two　tails）
といった他の考え方が一般化しないのであろうか。この点に関連して，
Baiman　and　DemskiおよびBoyle　and　Butterworth　lま，ブリソシパル
とエイジェントの効用関数の形態が調査領域の決定要因になることを明ら
かにしている5）。すなわち，前老は，リスク中立の経営者とHARA効用
関数6）をもつ管理者を前提にして，後者は，双方がHARA効用関数をも
つ場合を前提にして分析を行い，若干の点を除き，類似的な結論を導いて
いる7）。ただし，われわれの仮定は前者のそれに合致しているから，以下
では，Baiman　and　Demskiの分析結果に依拠することにしよう8’。
　彼らは，報酬プに対するエイジェントのHARA効用関数を，
　　　σ（・）一≒γ（、竺，・・）γ　　　（1・一・6）
と定義し（ただし，7・￥1，β＞0，（βγ／（1一γ）＋η）＞0；η＝1ヴγ＝○。），最
適調査領域が次のように分類されることを証明した。
ωγ∈（％，1）のとき，及びそのときに限り，下位限界をとる。
㈹　％〈γ〈1のとき，及びそのときに限り，上位限界をとる。
圃　γ＝％のときは，調査領域はκに独立する。
　ここで，ωの効用関数は，㈹に比べ，リスク回避の度合が強く，㈹のそ
れは，囲に比べ，リスク回避の度合が弱いことに注意しよう9）。したがっ
て，上記の結論は，管理者のリスク回避が強まるほど下位限界を採用する
のが望ましく，逆に，リスク許容度（rlsk　tolerance）が高まるにつれ，
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上位限界を採用するのが望ましくなることを示している。このような結論
が得られた理由としてはいろいろな説明が可能であろう。以下はその1つ
の例示である。
　前者のケースでは，後老に比べ，報酬の減少は，その増加がもたらす期
待効用の増加よりも大きな効用の減少を生じさせる10）。したがって，劣悪
な利益が発生したときに，それだけで評価されるよりは，原因調査が実施
され，その原因が管理不能な環境要因にあることを顕示する情報が評価対
象に組入れられるようにすれば，報酬が極度に低下するのを回避でぎるよ
うになる。このタイプの管理者は，ッのもつ保険機能がこのような場面に
活用されることから最大の恩恵を得る。それゆえに，この場合には，下位
限界が望ましい選択となる。
　これに対し，後者のケースでは，リスク回避の度合いが相対的に弱い
（ただし，決してリスク中立ではない）から，偶然的に異常に高い利益κ
が生じたときに，そのことのみを理由として，極端に報酬が高くなるより
は，その原因調査を行って，高業績の原因が，管理可能要因によるのでは
なく，環境要因に帰せられることを明らかにして，報酬の増加を押さえれ
ば，その節約分をより低い業績に対応する報酬を増やすべく，配分するこ
とが可能となる。このタイプの管理者は，モニタリング機能のこのような
活用を有益と判断するのである。それゆえに，この場合には，上位限界が
望ましい選択になるわけである。
　ところで，われわれの数値例では，効用関数ひ（7）を2γ1／2と仮定して
いる。これを（10－16）の一般式にあてはめると，γ＝％となる。したが
って，㈹がわれわれにとっての最適調査領域となる。つまり，Fを一定に
保持するかぎりは，調査領域の決定はパフォマソスに対して中立的な影響
しか与えないということになる。この点の確認のために，（10－1）に代
えて，あらためて次の定式化を行った。
18
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目的関数醐謂嚇1、1μ一・（・・）一。）κ矧・拗
　　　　　　　　　　　　　　・∫あ（・一・（・））∫（・！・）旗
制約条件・呼び（・（初漁・1・）⑩
　　　　　・∫亀ひ（・ω）ア帥）ゴ・一攻・）≧ひ （10－17）
∫，、∫μ・（κ，ヅ））ん（茂ル）4η
・∫あひ（・（・））ん（・1の♂・一y’（・）一・
　ここで，名ぱ調査領域，亀は非調査領域を構成するκの部分集合を表
わす。調査領域を上限にとるか下限にとるか，あるいは両端かを外生的に
指定しなければならないという点を除けば，この定式は（10－1）と同一
内容の決定問題を描いている。われわれの数値例を前提にして，この問題
に対して，3つの代替的調査領域，すなわち，下位限界名＝｛κレ〈斜と
上位限界名＝｛κ匡≧釘，両端限界名＝｛κ匡≦名oγκ≧死。｝を指定して，
解が求められたびそのいずれの場合にも，第13表と完全に一致する結果が
導かれた。
　（注）
1）差異調査決定に関する研究については，次の文献を参照されたい。Kaplan，
　R．S．，“The　Significance　and　Investigation　of　Cost　Variances：Survey　and
　Extensions，”ノ。κ7πσ」｛ゾ∠4σco瑚伽g　R6sθαγ碗（Autumn　1975）pp．311～337，
　Dittman，　D．　A，　and　P．　Prakash，“Cost　Variance　Investigation：Marko・
　vian　Control　of　Markov　Process，”ノ。κ7”αZ　oノ五。ω闘π伽9　Rθsθσκ海（SP「in9
　1978）pp。14～25．また，管理限界の決定が管理者行動に与える影響を取扱っ
　た研究としては，次の文献を参照されたい。辻正雄稿「最適な調査領域の数理
　的分析」早稲田商学，第294号，1982年，pp．33～54．辻正雄稿「代替的調査
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　領域の比較分析」早稲田商学，第297号，1982年，Pp．189～211，辻正雄稿「エ
　イジェソシー理論と差異調査の決定モデル（1）」早稲田商学，第304号，1984年，
　pp．13～30．
2）Baiman，　S．　and　J．　S．　Demski，“Variance　Analysis　Procedures　as　Moti－
　vational　Devices，”伽πα9θ加θπ’Sσfθ露。θ（August　1980），　PP．846～847。
3）　Cは，ここでは，固定費と仮定する。
4）逆に，原価や費用のように，小さな値をとるのが望ましい数値に対しては，
　上位限界が設定される。
5）　Baiman，　S。　and　J．　S．　Demski，“Economically　Optimal　Performance　Eva－
　Iuatioll　and　Contro豆Systems，”ノ。礎ησ1（ゾ／1ccoκπ舌∫π8’Rθsθσ7訥（supPle－
　ment　1980），　pp。190～194，　Boyle，　P．　P．　and　J．　E．　Butterworth，“OptimaI
　Incentive　Contracts　with　Costly　Conditional　Monitors，”Working　paper，
　Faculty　of　Commerce，　University　of．British　Columbia，（June　1982）．こ
　のアプローチに対して，Holmstromは，なに故に確率分布の形態が中立的な
　影響しか与えないのであろうかという疑問を提起している。　cf．　Holmstrom，
　B．，“Discussion　of　Economically　Optimal　Performance　Evaluation　and
　Control　Systerns，　　ノ。躍7πα1　〔ゾ　ノ1ccoκηffπ9　1～63θσ7‘ん　（SupPlement　1980）
　pp．221～226．
6）双曲的絶対危険回避（Hyperbolic　Absolute　Risk　Aversion）型の効用関数
　を略してHARAと呼ぶ。絶対的リスク回避係数（absolute　risk　aversion）す
　なわち，一ぴ’＠）／ぴ＠）が，1／（α＋β躍）という双曲線になる効用関数がHA・
　RA族を形成する（αとβは定数でありωは富を表わす変数である）。別の
　表現をすれば，リスク許容度（risk　tolerance）すなわち，一ぴ（ω）／σ”＠）が
　”の一次式α＋βωになる効用関数がこれに該当する。指数型，対数型，べき
　型の3種類がある。Feltham，　G．　A．“Information　and　Risk　Sharing，”
　Working　paper，　Faculty　of　Commerce，　University　of　British　Columbia，
　（June　1981）in“Econolnic　Returns　of　Accounting　Information　in　a　Multi－
　PersoR　Setting，”（preliminary　title，　forthcoming　in　the　Monograph　of
　the　American　Accounting　Association）．諸井勝之助先生還暦言己念編集委員
　会編「現代経営財務論」東京大学出版会，1984年，第1章，および，酒井泰弘
　著「不確実性の経済学」有斐閣，1982年，第5章を参照されたい。
7）　リスク中立の効用関数はHARAに属さないから，異なる結論が生じたのは
　当然である。
8）Baima：1　and　Demskiは，（1）∫（ズ，　y【の＝ゐ（κ1の9（ツ1σ），すなわち，κとy
　は相互に独立の確率変数であり，（2）g（図のは2階微分可能であり，σに関し
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　て一次の確率優位が成立する結果，gα（・）／g（・）は，ッに関して，非減少にな
　る，という仮定を設けて，以下の結論を導いている。これらの諸仮定は，われ
　われの数値例にすべて共通している。
・）た・・ぽ，（1・一・6）・・お・・て・β一1・・一・とおくと・・ω一a（、考
・）「という越型・効用関数を得・．ただレリ・・縣を仮定してい・か・・
　0＜γ＜1である。この効用関数の絶対的リスク回避係数を求めると，一ぴ’（γ）／
　σ’（の；（1一γ）γ一1となる。これより，γが小さくなるにつれ，リスク回避の度
　合いが高まることがわかる。したがって，％を基準にして分類すると，（i）の場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　合，すなわち，o＜γ＜％はよりリスク回避的であり，㈹の場合は，α｝に比べ，
　リスク回避の度合が弱いことがわかる。
10）前者の効用関数は，後者に比べ，concavityが一層強いからである。
刃　責任会計概念の有効性の検討
　われわれば，これまで単一のエイジェントを対象にして，それがプリソ
シパルとの間にとり結ぶ契約関係に焦点を当てて，会計情報機能の分析を
進めてきた。ところで，現実には企業の内部組織のなかには，エイジェン
トなる経済主体は，単一ではなく，多数存在し，それらの多数主体とプリ
ソシパルとの間で個別に合意される一連の契約関係の集合が，総体として
の組織行動を規定している。複数エイジェントの存在は，組織効率性の実
現に対して新たな障害となるような問題を引き起すであろうか。こうした
研究方向に一歩踏み出すために，まず，われわれのモデルを複数エイジェ
ント（multi－agents）に拡張して，情報システムの変更が組織効率性にい
かなる影響を与えるかを分析しよう。
　しかしながら，厳密な分析の結果を待つまでもなく，エイジェントの人
数の増大（規模の拡大化）は，放任しておけば，責任の所在を不明確にす
る結果，非効率を引き起すという因果性のあることは容易に理解されると
ころであろう。管理組織上の責任者と会計数値とを結びつけ，この関係を
基軸にして業績管理を実践すべしと主張する責任会計（responsibility
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aCCOU且ting）「の発想は，このような因果性の存在を前提にして，そうした
非効率化を回避する手段として生まれたものに他ならない1）。本節の研究
目的は，複数エイジェント・モデルを前提にして，いくつかの条件のもと
で，組織効率性の実現に対して，責任会計に基く情報システムが他の情報
システムと比べていかなるパフォマソスをあげるかを比較して，その有効
性の程度を検討することにある。
　q｝確実性条件下の分析
　まず最初に，確実性の世界を前提にして，責任会計に基く情報が機能す
る情況を分析してみよう。単一エイジェントのもとでこの仮定が成立する
ならば，経営者は，実績κを通じて，確実に管理者行動αを知ることがで
きる。したがって，この場合には，moral　hazardが生じる余地はなく，
最適行動一FBS一に基く契約締結が保証される結果，難なく，組織効
率性が実現可能となる。エイジェントが単一であるため，実績κは，特定
管理者の業績を表わすと同時に，組織の全体業績を示すことになる。した
がって，この場合には，あらためて責任会計概念を導入する余地はないと
言えるのである。
　そこで，エイジェントの人数を複数に増やそう。ここで，η人のエイジ
ェントのケースを論じた第皿節の結論を思い出そう。そこでは，プリソシ
パルが各エイジェントの行動α‘を観察できないとぎは，たとえ確実性条
件のもとであっても，他人への責任転嫁によって，ただ乗りの利益を得る
機会が生じることを指摘した。そして，そうした現象の発生を回避し，効
率解（FBS）を獲得するには，ナッシュ均衡条件とパレート最適性条件の
同時的満足が必要となる結果，これを充足する報酬関数は，
7・（κ（σ））＝κ（σ）＋ノ～包 （11－1）
という関数型になることを明らかにした。記号の意味を再述すると，κ（α）
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は，π人の行動α＝（α1，……，αのがもたらす組織の全体業績を表わし，1～‘
は任意のコンスタントであった。要するに，上式は管理者の報酬が全体業
績κ（α）の増減に直結せられるべきことを述べており，したがって，たと
えば，ある者が他人に隠れて怠けようとする場合，その結果生じる達成す
べき全体業績値κ（α＊）からの減少部分は，その全額を，努力を怠った本人
だけでなく，（経営者にはだれが本人であるかはわからないから），管理者
全員の報酬からさし引くことを要求する。つまり，連帯責任に基くこのよ
うなペナルティの発動を予定することによって，すべての管理者に最適行
動αご＊を強制できるのである。しかしながら，ナッシュ制約が充足される
かぎり，かかるペナルティが発動される事態は理論上は起り得ないのであ
るが，（11－1）の連帯責任方式は，ある人間の不仕末を，本人だけでな
く，責任のない他の全員に押しつけるという不合理を前提にしている。
　そこで，連帯責任にかわる報酬体系を導くことにしよう。そのために，
次式のように，全体業績を挽個の部分業績指標為（α）に分割でぎる会計
システムを考える。
　　　　　　　Σκ㌃（の＝κ（α）　　　yα∈／1　　　　　　　　　　（11－2）
　　た＝1
　そうすると，（11－1）を導いた丁寧節の決定問題は，同値関係を維持
しながら，新たに駕個の部分業績を変数とする報酬関数γ‘（κiヂ”畠’㍉　κ肌）
を用いて次のように表わすことができる2）。
　　　　　　　　　　〃3　　　　　　　　π　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11－3）目的関数：〃～ακ Σκ記（α）一Σアぴ1（の，……，翫（の）
　　　　　γ‘（・），α々；1　　　　f＝1
制約条件：7¢（κ1（の，・・一，κ肌（α））一琉（αの≧砿　　　仇
　　　　　7z（κ、（α¢，α＊り，……，κ肌（α乞，α＊つ）一撃（α‘）
　　　　　≦7‘α1（〆），……，編（2＊））一y‘（4＊¢）
　　　　　　　　　　　　　　　　　yαf∈ん，仇
（11－4）
（11－5）
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　（11－4）は個人的合理性（individual　rationality）に関する制約・
（11－5）はナッシュ均衡制約である。
　さて，7，，の微分可能性を仮定すると，（11－5）のナッシュ制約式は次
式におきかわる。
　　　　　　　Σ（∂プμ1（α＊），……，ズ飢（α＊））／∂簸（α＊））∂κゐ（α＊）／∂α輩
　　盈＝1
　　　　－y6’（α乙＊）＝O　　　　　y乞　　　　　　　　　　　　　　　　（11－6）
　一方，（11－4）を等式におきかえ，すべての∫について合計して，そ
れを（11－3）に代入すると，次のパレート最適性条件が導かれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ　　　α＊＝α79’πακ（Σ雇α）一Σ（y乞（の＋切））　　　　　（11－7）
　　　　　o∈A　海＝1　　　ゴ＝1
　κん（α）の微分可能性を仮定すると，この最適性条件は次のように表わさ
れる。
　　　　ユ　　　Σ∂κ、＝（α＊）／∂α一γ～（の＊）＝O　　　F’乞　　　　　　（11－8）
　　々＝1
　かくして，（11－6）と（11－8）の2つの条件を結合すると，次式が
導かれる。
　　　　　　　Σ（∂κ！、（α＊）／∂σの（1一∂γ乞（κ1，……，κ肌）／∂κの＝0
　　々＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1／乞　　　　　（11－9）
　ここで，報酬関数について，
　　　∂r、（κ1，……，κの／∂κ、（の＝Oorl　　yU　　（11－10）
という仮定を設けると，（11－9）を充足するには，すべての管理者ゴに
対して，次のいずれかが成立しなければならない。
（i）∂κん（σ＊）／∂の＞oとなる諏（α＊）に対しては，∂7誕κ1，……，κ肌）／∂塩（α＊）
　＝1
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㈲　∂祇κ1，……，翫）／∂κ陀（α＊）＝0となるすべてのκκ（α＊）に対しては，∂挽
　（α＊）／∂αf＝0
　ここで，∂κ、（α＊）／∂砺は，管理者行動砺の部分業績κ、（のに対する限
界生産力を表わす。それが正であるということは，σiの増加につれ，κ」が
増加することを意味し，逆に，それが零であるということは，管理老行動
仏がκ∫の増減になんら影響を与えないことを意味する。したがって，（i＞
のケースは，管理者ゴの行動が影響を及ぼす業績項目叛ぱ，彼の報酬関
数75の変数に組み込まれることを示す。偏微係数∂γ‘（・）／∂挽＝1は，為
に生じうる変動がすべてγ‘の増減に吸収されることを含意する。逆に，
㈲のケースは，7εにおける評価対象から除外される業績指標は，α；に独立
の業績項目に限られること，したがって，管理者はそれらの項目に対する
達成責任を一切解除されることを意味する。
　ここで，∂鼠α＊ン∂の＞0となるすべてのたに対して，∫以外のすべての
管理者ノ（キのにとって，
　　　∂欧（α＊）／∂αプ＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　（11－11）
であるならば3’，管理者かに対してα‘＊の努力を喚起するのに（i）の要件が
必要となることがわかるであろう。つまり，威α＊）を達成する全責任を彼
に課す必要があるのである。
　すべての∫にとって，∂κ（の／∂の＞0であるから，所与のゴに対して，
祝個のうちの少くとも1つの部分業績指標腕が∂塀∂α乞＞0になるばずで
ある。したがって，祝の値は少くともη以上にならなければならない。
かりに，窺＝πと仮定すれぽ，すべての管理老が各々ただ1つの業績指標
に対して全責任を負うことになり，報酬関数は次式に表現されることにな
る（砥ぱ任意の定数）。
　　　プ．「α1，……，あπ）＝κ②（σ乞＊）＋・Mご　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11－12）
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　上式は，各管理者が自己の業績指標に対してだけ責任を負うことを示す。
この結論は，（イ）組織の全体業績が，各管理者ごとに，相互依存性のない業
績指標に分割できるという（11－11）の仮定と，（ロ）したがって，各業績三
月の達成責任はいずれかの個人に課せられ，複数人の聞で配分（share）さ
れないという（11－10）の仮定に依存している。
　組織をこのように相互依存性のない独立の責任単位に分割でぎることを
前提にして，その各々に責任者を割り当て，各人に，（11－12）の業績評
価を予定して，κ三（α‘＊）の達成責任を課そうとする発想は，まさしく，責
任会計の概念に他ならない。ここで導かれるα＊は，もちろん，FBSであ
るから，責任会計の考え方は，FBSを導くという意味において，組織効率
性の実現に適合する概念であると言いうる。ただし，次の点にぱ，留意し
ておかなけれぽならない。既述のように，FBSは全体業績に基く評価（11
－1）によっても実現可能であった。つまり，確実性下では，責任会計は
効率性実現の唯一の手段ではないのである。したがって，以上の論議によ
って，他の代替的会計情報に対する責任会計固有の優越性が論証されたわ
けではないということになる4）。それでは，その優越性はいかなる適用情
況から引き出されるであろうか。
　②　不確実性条件下の分析
　そこで，分析の前提を確実性から不確実性に改めることにしよう。その
ために，われわれは，複数エイジェントからなる不確実性モデルが必要と
なる。まず最初に，全体業績κに基く業績評価7乞（κ）を前提とする分析
モデルを一般式で示そう。
目的関数灘∫・（一三1綱漁1融
制約条件・∫研（7盛ω）姻・）・規ω翅y・
（11－13）
（1114）
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∫σ・（・ω）西湘・・つ・・一w（の一・y・ （11－15）
　ここで，κは組織の全体業績を表わす確率変数であり，のは管理者∫の
行動，α＝（α1，……，αの，α＊霊はゴ以外の管理者の最適行動ベクトル（α＊1，…
…，α＊害一1，α＊乞＋1，……，α＊ﾌを表わす。（11－15）は不確実性条件下のナッ
シュ均衡条件である。
　さて，全体業績ズが次のような諸仮定を満足しながら，η個の部分業績
κ1（∫＝1，……，のに分割でぎるものと仮定しよう（Σκ‘＝κ）。すなわち，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ＝1
αを所与としたとぎのκδの確率密度関数をア（κ‘1ので表わすと，すべて
の∫に対して，！。乞（矧の≧0レκ三を満足し，∫以外のすべてのノ（キのに
対して，ア・ゴ（矧の＝0γκ‘となるような部分業績銑が存在すると仮定す
る5）。管理者∫にとって管理可能要因はα‘であるから，以上の仮定によ
って，α‘に対する最も直接的なサロゲイトは，全体業績κや他の管理者ゴ
の業績情報κゴではなく，編それ自体になる。かくして，責任会計情報κ‘
の優越性に関するテストは，7‘（κ）に基く上記の（11－13）～（11－15）の
パフォマソスと，これを7乞（κのにおきかえたときに生じるパフオマソスと
の比較によってなされることになる。
　ただし，その比較は，比較結果の一般的妥当性を失わないかぎりにおい
　　　　　　　　　　　　第14表数値例（f＝1，2）
　　　　　　　　　　　　　　　
G（κ一Σ7乞（・））＝κ一Σ7i（・）
　　ゴニ　　　　　　　　ゴニ　
乙㌃（7名（●））＝2～／7z（・）
y¢（αε）＝碗2　ひF10
．プ（矧α）＝（σ乞～／藪「）一工θズ♪一（」ζ乞一死乞）2／2σ乞2
死‘＝θ翼々乞σ沸
θ乞＝500，　σ乞＝50，　ゐ乞＝50，　4乞＝0．8
　　　
θ＝Σ＝θ葱＝1，000
　5＝1
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て，できるだけ簡潔に行いたい。そこで，次のように仮定しよう。π＝2，
すなわち，管理者は2人とし，その各々が全く同一に第1表に指定した行
動特性をもつものとし，経営老はここでもリスク中立と仮定する。第14表
にこの一連の仮定が示されている。
　さて，まず最初に，全体利益劣に基く業績評価のパフオマソスを導くた
めに，以上の前提条件のもとで，（11－13）～（11－15）を解くことにしよ
う。われわれの仮定のもとでは，κ1とん2は次の2変量正規関数に従う。
　　∫（・1，・・1・）一（2πσ・σ・》・一・・γ・…一、（、圭の［」舗1）亀
　　　　　　　　一2ρ（κ・一如2一璽・α2毒タエ］
　ただし，島＝θ汁々‘α、4‘であり，ρぱκ1とん2の間の相関係数を示す。
したがって，全体業績X（＝κ1十κ2）は，期待値死＝商＋死2，分散Fσ12＋
2ρσ1σ2＋σ22の正規分布に従う。すなわち，
　　　ノてん1α）＝（V2πρ）一18κρ一（κ一死）2／2ρ　　　　　　　　　　　　　　　　（11－16）
となる。かくして，（11－13）～（11－15）の最適解は，以下のように導か
れる（∫＝1，2）Q
　　　r‘（κ）＝（λ汁μ‘ア。苫（κtの／！（κ1α））2
　　　　　＝（λ二十（々宮6‘）一1αε2一4くん一死））2
　　　μ‘＝び（ん、の一2σz3－24‘
　　　λε＝0．5々乞d五αむゴ乞一2一〃（々乞♂の一2（2－4のα‘2－2d乞　　　　　　　　　　（11－17）
　これを第3表の結果と対比してみると，〃とσ2の相違だけが双方の決
定結果を変化させることがわかる。ρにいくつかの値を指定した場合の数
値結果が第15表に示されている。相関係数が小さくなるにつれ，全体利益
κのもつリスクが低くなる結果，α‘が引ぎ上げられ，パフォマソスが改善
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されることが確認される。
　　　　　第15表　全体利益に基く業績評価r五（κ）のパフォマンス
ケース1
ρ　　　　　　　　　0。5
か日　　　　　　　7，500
σ‘＊　　　　　　　　1．46659
λ‘＊　　　　　　　　6．07554
死z＊　　　　　　　　567．9230
ア‘＊　　　　　　　　　48．6634
σ（ノ’‘＊（κ））　　　4L　6544
0‘＊　　　　　　　519．2596
0＊　　　　　　1，038．5192
　ケース2
　　　　♂
　　5，000
　1．65215
　6．36480
　574．7153
　50．9379
　41．1060
　523。7774
1，047．5548
　ケース3
　　－0．5
　　2，500
　1，90356
　6．81176
　583．6803
　53．7246
　38．2980
　529．9557
1，059．9114
　ゲース4
　　－0．7
　　1，500
　2．02967
　7．05978
　588．0867
　54．9667
　31．9687
　533．1200
，066．2401
　　（注）　ア‘＊とσ（7乞＊（κ））は，それぞれア‘＊（κ）の期待値と標準偏差を表わす。
　　　　0ε＊二死‘＊一7占＊，0＊＝0、＊＋02＊
　次に，この結果と比較するために，部分業績（セグメント別利益）碗を
評価基準に採用する場合を検討しよう。ここでのわれわれの決定問題は次
のように定式化される。
目的関数・ﾀ㌔∬隅一毒許（・））∫脳iの輪
制約条件∬切（・・（・））∫（・・，・・1・）・・・…一・・ω頭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫＝1，2　　　（11－18）
　　　　　　∬切（・・（・））ん（脳1・・，・・う4・、4・・一三）一・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ガ＝1，2
　さて，上記の定式から明らかなように，われわれは，報酬関数7舌（・）の
規定要因として，いかなる部分業績を活用するかの選択に迫られている。
前述したように，部分業績絢はα乞の最も直接的なサロゲイトであったか
ら，責任会計の教えるところに従って，これを報酬関数の規定要因に定め
ることにしよう。そこで，7包（κ¢）を前提にして（11－18）を解くと，∫（キカ
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＝1，2に対して，次の結果を得る。
梱一（…小・（・・…1・）…／∫！（・…1・）…）・
　　＝（λ汁μ轟4、σ、一2αノ・一1（κ・一銑））2
　　一（λ盛十（々z（ち）一1αz2－4‘（κ‘一πの）2
μ、一・、2（鳥4の一・・、3－2〆・
2盛＝0．5々じ4εσビ4‘一2一（σ4んε（義）2（2－4‘）α。2－24‘
（1119）
（11－20）
　われわれの数値例において，のは第1表のσに等しいから，各ガの最
適値はすべて第3表の結果に一致する。1組織全体のパフォマソスは各fを
合計して求められる。それが第16表に示されている。（11－19）に示され
るように，この場合の報酬関数は自己が責任を負うべき業績項目のみに依
摯して業績評価がなされるから，相関係数ρの値は結論になんら影響を与
えない。したがって，部分業績が相互にいかなる相関をもとうが，それに
応じて各管理者の報酬関数が変化することはなく，したがって，経営者に
も一定のパフォマソスが保証される6）。
　　　　　　　　第16表　責任会計に基く業績評価r君（κ毒）
　　　　　　　　　　　のパフォマンス
すべてのρに対して：
　α己＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．90356
　λ乞＊　　　　　　　　　　　　　　　　　6．81176
　π乞＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　583．6803
　ア‘＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　53．72459
　σ（7z＊（絢））　　　　　　　　　38、29795
　0②＊　　　　　　　　　　　　　　　　529．9557
　0＊　　　　　　　　　　　　　　　1，059．9114
　第15表と第16表を比較しよう。ρ≧一〇．5であるかぎり，部分業績によ
る評価方式は全体業績による評価方式に対しパレート優位な結果をもたら
すが，ρが一〇．5未満になると，この優位性は逆転する。前者の場合に
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は，ρ〉σβとなるのに対し，後者の場合には，不等号の向きが逆転するか
らである。この比較結果は，次のような解釈を正当化するであろう。すな
わち，各管理者を各々が責任を負う会計数値だけに依存して業績評価を行
うことをもって責任会計の本質と解するならぽ，不確実性のもとでは，責
任会計概念の優越性は，決して絶対的なものではなく，部分業績指標相互
間に生じる相関関係の内容に応じて優劣が変化することがある。相関係数
が低くなるにつれて，全体業績κのもつリスクが低くなる結果，それに基
く評価が有利となり，責任会計方式の比較優位が崩れる。ただし，次の点，
には注意する必要がある。現実には，ρがそのような低い値をとるのは稀
少であろうと思われるから，責任会計概念の比較優位が崩れるのは，ごく
例外的な場合であると言ってよいのである7）。
　以上2つの評価方式に代替するものとして，つぎに，他人の業績指標を
も評価対象に含める方式を検討しよう。そこで，さきの（11－18）におい
て，報酬関数を瓶κのからr‘（κ1，κ2）におきかえて解を求めよう。そう
すると，f（キゴ）＝！，2に対して次の結果を得る。
　　　底κ、，劣2）＝（λ汁μ君叛（κ1，κ21の／／（κ1，κ21α））2
　　　　　　　一（λ汁μ轟4、α、距1σ、一・（1一ρ2）弓（κ1許ρκデ））2
　　　　　　　一（2乞＋（鳥4乞）一1σ乞αz2－4〈亙；1手一ρxゴ詰ゴ））2（・・一・・）
　　　μ、＝σ、2（1一ρ2）（嵐）一2β、3－24・
　　　λz＝0．5秘4zα包饒一2一（σ4島4‘）2（1一ρ2）（2－4のα乞2－24‘　　　　（11－22）
　これに対応する結果が，ρの値に応じて，第17表に示されている。
　以上に求めた第15表～第17表の3つの結果を比較すると，次のように要
約できるであろう。
（a）7乞（X1，κ2）が，零を除くいずれの相関係数のもとでも，7乞（κ）とプ盛（κ己）
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第17表　κ1と勘に基く業績評価r、（κ、，κ2）のパ7オマンス
ケース1 ケース2 ケース3 ケース4
?
α己＊
λ乞＊
貌＊
ア‘＊
0‘＊
0＊
　　　0．5
　1．98037
　6．96093
　586．3708
　54．4951
　531、8757
1，063．7515
　　　0
　1．90356
　6．81176
　583．6803
　53．7246
　529．9557
，059．9114
　　一〇．5
　1．98037
　6．96093
　586．3708
　54，4951
　531．8757
，063．7515
　　一〇．7
　2．06049
　7．12281
　589．1551
　55．2521
　533．9030
，067．8060
に対して，パレート優位なパフォマソスをもたらす。したがって，本人の責
任に属する項目だけでなく他人の業績項目をも評価対象に含める報酬関数
が本例におけるSBSになっていることが確認されるであろう。責任会計
の論理を無効とするようなかかる結果が生じた理由は次のように説明され
る。のの決定要因となるλ‘の3つの定式（11－17）（11－20）および（11
－22）を比較してみると，各々の業績情報のリスクの大きさ（分散）だけ
が異なり，ρのすべての値のもとで，（11－22）のσ己2（1一ρ2）がりおよび
σ包2を上まわらないことがわかる。リスクの最小性というこの事実がr己（κ1，
罪2）に対してセカンド・ベストの動機づけ能力を与えたのである。別言す
れば，κは，碗に関して，（κ1，κ2）の十分統計量になっていないと言うこ
とができ，また，ρキ0のとき，κ乞は（κ1，κ2）の十分統計量にならない，
ということができるのである。一般式で表わせば，∫＝1，2に対して，
アα乞（κ1，　κ21α）／∫（κ1，　κ21己z）キ∫α乞（κ1ごz）／！’（κ1α）　σ．θ．　1／ガ　　　（11－23）
となる一方，ρキ0のとき
　　ノ鋭（κ1，　κ21ぱz）／！（κ1，　κ2レz）キ！硯（κ乞［σ）／∫C『dα）　α．θ．　1／∫　　（11－24）
という関係が成立したから，プ盛（κ1，∫2）が，それぞれ，荻κ）および7乞（κの
に対して，強い意味でパレート優位なパフォマソスをもたらしたのであ
る。上記の2式は，いずれの亀を推定するにも，κ1と物の双方を知る
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のが有用であることを示す。双方の変数を評価対象に加えた結果パレート
優位な解が導かれたのはそのためである。
（b）この結論は，明らかに，前述した意味における責任会計の主張とは一
般的には矛盾を起こす。ただし，ρ＝0ときは，（11－24）と（11－23）は
いずれも不成立となり，κ昌よ（x1，κ2）の十分統計量となる。したがって，
このときにかぎり，責任会計の実践が組織効率性の実現を可能にすること
になる。それゆえに，この概念の有効性は，組織の全体業績κが相互に
独立な部分業績濁に分割できるという前提のもとで発揮される，と結論
づけられるのである8）。
（・）現実に，ρはいかなる値として生じるケースが多いであろう。個々の
管理者が完全に融離された条件下で営業活動を展開するのであれぽ，ρ二〇
は説得力のある仮定となろう。しかし，好況・不況といった国全体あるい
ぱ業界全体に共通する環境要因が強く支配するときには，部分業績に対し
て同一方向の影響が生じるものと思われる。したがって，その時にはρ＞0
となる。そこで，正の相関を念頭において，（11－21）の報酬関数の構造
を分析してみよう。変動部分の第1項にぱ正のサインがついているから，
報酬は自己の管理業績娩が高い値をとるほど増加する。こればごく当り
前の結論である。これに対し，第2項ぱ，負のサインがついているから，
これとは正反対の関係が成立する。つまり，第1項を一定とすれば，報酬
は，他の管理者の業績κノが悪くなるほど増加し，良くなるほど減少す
る。同僚（peers）との業績比較に基くこのような競争的9）な報酬体系は，
確かに，これまでの責任会計の主張とは相い入れない。しかしながら，こ
の種の報酬体系は実務のなかに広く定着しているとみることができるであ
ろう。なぜならば，この体系の基本的な構造を維持しながら，エイジェン
トの数ηを増やしていけ’ば，それは，平均実績を上回ったか否かという仲
間との比較をベースとする，われわれにお馴染みの相対的業績評価ルール
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に他ならなくなるからである1。）。
　ところで，以上に述べた競争的関係は，ρ＞0を前提にして生じる。した
がって，κブ〉わという事象の生起は，共通の環境要因θが良好であったと
いう認識を生むために，絢の評価にはマイナス材料となる。それに対し，
逆に，κブ〈彩なる事象の生起は，θの不良を印象づける結果，貌の評価に
プラス材料となるのである。1ρ1が1に近づくにつれ，環境要因と業績指
標の結びつきが強くなる結果，のの推定に伴うリスクが低下し，［ρ1二1
において，努力の観察可能性が保証されることになる。その場合の（11－
22）のλ‘は，第2項が零になるため，第2表のλに一致する。それゆ
えに，この場合には，FBSが実現される11）。
　以上によって，責任会計概念に対する検討を一応終えることにする。た
だし，ここでの論議ば，前述したように，各管理者の行動は他の管理者の
業績には直接的な影響は与えないという仮定に依拠して展開された。しか
し，多くの内部組織においては，様々の相互依存性が存在しているのが現
実であるから，より一般性のある議論を展開するには，この仮定を緩める
必要があろう12’。この点は次節のテーマである事業部制組織のもとで論議
する。
　（注）
1）責任会計の概念については，たとえば，A．　A．　A．，“Report　of　Comlnittee
　on　ManageInent　Accounting，”丁乃θ・46coμπ伽91～θ〃∫θω（Apri11959）P．212・
　Anthony，　R，　N．　and　J．　S．　Reece，1瞼”αgθ窺θπ’ノlcoo吻彦fπg－Tθκ’απ4　Cα3θ∫
　一，メヴ漉θ4．，1975，p．450．を参照されたい。
2）　ここでは確実性を仮定しているから，プリンシパルもエイジェントもリスク
　中立である。
3）　（11－10）の条件は，すべての業績項目κゐ（が）が相互依存性に基く外部性
　（externality）をもたないことを意味する。
4）Holmstromは，プリソシパルが存在せず，Σ7オ（κの＝κという予算均衡条
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫＝1
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　件を解除できない組織においては，全体業績ではなく責任会計による業績評価
　が組織効率性の実現手段となることを証明している。cf．　Holmstrom，　B．，“On
　Incentives　and　Control　in　Organization，”Unpublished　Ph．　D．　dissertaticn，
　Graduate　School　of　Business，　Stanford　University（1977），　pp．194～208．
5）　これぽ，各管理者の行動が相互に独立していることを表わす不確実性下の条
　件式てあると考えられる。複数エイジェント・モデルのもとでは，エイジェン
　トが互い｝こ意思疎通を図り，結託（collude）してプリンシパルに対抗する可能
　性が生じる。ただし，本節では，このように各エイジェントの行動のは相互
　に独立であると仮定されるので，結託による便益は生じない。したがって．以
　下では，結託の可能性は無視することができる。
6）経営者が受けとる残余利益のバラツキはρの大きさによって影響を受ける。
　ただし，ここでは1プリソシパルはリスク中立と仮定しているから，この要因
　ぱ期待効用D計算にぱ中立的な影響しか与えない。したがって，彼にとって，
　パフォマンスはρの変化に対して一定となる。
7）　エイジェントの数πが増えるにつれ，責任会計の優位性が崩れる可能性はさ
　らに低下する。
8）Bailnan　and　Demskiは，各的が相互に独立な指数分布関数に従う場合を
　想定して数値解を導き，責任会計概念の優位性を論証している。Baiman，　S．
　and　J．　S．　Demski，　o♪．　c猷，1980，　p．198．
g）Holmstrom，　B，，“Moral　hazard　in　team，”B召πノ。多‘γ瀬J　o∫Eωπo〃3ガcs
　（Autumn　1982），　pp．334～335．彼は，各エイジェントがおかれている環境伏
　態θ6が独立的でない場合には，エイジェント間の相対的な業績評価が行われ，
　業績情報を活用する結果として，エイジエソト間に競争が生まれるという事実
　を指摘している。
10）　より厳しい競争ルールのもとでは，各管理者の絶対額としての業績値ではな
　く，順位（rank　order）が評価対象になることもある。　cf・Lazear・E・and　S・
　Rosen，“Rank－Order　Tournaments　as　Optimum　Labor　Contracts，”ノ。κ㍑αJ
　o∫Po〃ヴ。認Eご。πo彫ッ（No．51981）pp．841～864．
11）Holmstrom，　B．，ψ．読．，1982．　p．335，（注）16を参照されたい。
12）相互依存性が存在するもとでの責任会計概念のもつ困難1生については，小林
　哲夫稿「責任会計における管理可能性概念」国民経済雑誌，昭和59年，pp．19～
　37を参照されたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）
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